
 

 

 

 

・構  造 ： 鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造 

・階  数 ： 概ね地上 32 階、地下２階   

・高  さ ： 約 160ｍ 

・延床面積 ： 約 140,500 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【イメージ図】（実際の建物は今後設計を行います。） 

 

地 区 北仲通南地区 敷地面積 約 13,500 ㎡ 

位 置 

中区本町６丁目 50 番地の 10 現 況 更地 

 

主な都市 

計画 

制限等 

用途地域：商業地域 

容積率の最高限度：1,080% 

高さの最高限度：190ｍ 

北仲通南地区第二種市街地再開発事業 

北仲通南地区再開発地区計画 

周 辺 

環 境 

馬車道駅(みなとみらい線)から徒歩 1 分 

桜木町駅(ＪＲ、市営地下鉄)から徒歩５分 

ガイド 

ライン 

北仲通地区まちづくりガイドライン 

関内地区都市景観形成ガイドライン 

 市庁舎の現状（平成 25 年 10 月） 
※民間ビル含む 

今回の計画（平成 27 年 5 月） 

専 用 部 行 政 部 門 約 59,300 59,500 

市 会 部 門 約 3,750 9,000 

商 業 機 能 - 4,000 

共 用 部 - 52,000 

駐 車 場 - 16,000 

合 計 - 140,500 

整備場所 

（㎡） 

建物概要 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 34 年 ９月 現市庁舎しゅん工 

平 成 ３ 年 ６月 「横浜市市庁舎整備審議会」設置 

平 成 ７ 年 １月 「横浜市市庁舎整備審議会」答申  建設候補地として次の 3 地区を選定 

「港町（現庁舎）地区」、「北仲通地区」、「みなとみらい 21 高島地区」 

平成 19 年 12 月 「新市庁舎整備構想素案」公表  整備候補地を次の 2 地区に絞り込み 

「港町（現庁舎）地区」、「北仲通南地区」 

平成 20 年 ３月 北仲通南地区の土地を取得 

平成 24 年 ５月 市会に「新市庁舎に関する調査特別委員会」設置 

平成 25 年 ３月 「新市庁舎整備基本構想」策定  整備予定地を「北仲通南地区」とする 

平成 26 年 ３月 「新市庁舎整備基本計画」策定 

９月 市会で「市の事務所の位置に関する条例」一部改正議案可決 

「横浜市市庁舎移転新築工事技術提案等評価委員会条例」制定議案可決 

平成 27 年 12 月 「新市庁舎整備計画概要」公表 

５月 市会で「市庁舎移転新築工事」に係る補正予算議案可決 

６月 「横浜市市庁舎移転新築工事」入札公告 

10 月 「横浜市市庁舎移転新築工事」の入札（技術提案資料等の受付） 応札者：5 者 

12 月 「横浜市市庁舎移転新築工事」の落札者決定（竹中・西松建設共同企業体） 

 

 

平成 28 年 1 月 横浜市市庁舎移転新築工事 入札結果報告書の公表 

2 月 第 1 回市会定例会に契約締結議案提出（可決後本契約）→ 設計着手 

埋蔵文化財発掘調査完了 

平成 29 年 夏 市庁舎移転新築工事の着工 

平成 32 年 1 月 本体工事完了（仮使用開始） 

6 月 新市庁舎供用開始  

経 緯 

今後の予定 

昭和34年にしゅん工した現在の市庁舎は建築後50年以上が経過しています。建設直後から手狭となり、昭和40
年代より、周辺の複数のビルに、市役所機能が分散化が始まり、 現在では、約 20 にわたる周辺ビルへ執務室が
分散しており、業務効率の低下をまねくとともに、年間 20 億円以上の賃料負担が生じています。また、平成 23 年
の東日本大震災では、関内に勤務している職員約 6,000 人のうち約 4,400 人が勤務する周辺の民間ビルの一部
において、書棚などの転倒によって業務の継続に大きな支障が生じ、現在も、災害時の業務継続性に懸念されて
います。 

新市庁舎整備の必要性 

新市庁舎整備の基本理念 


